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財務諸表監査の発祥は、英国において、全ての取引
について会計記録相互の綿密な照合手続を行う精密監
査（いわゆる精査）が始まり、これが現代監査の起源
と考えられています。
その後、米国では、当初は英国式の精密監査が導入
されましたが、米国企業の急速な大規模化により時間
と費用のかかる精密監査は適当ではなくなり、代わり
に当時、間接金融が米国企業にとっての中心的な資金
調達手段であったことから、信用調査目的の監査、す
なわち資産の実在性や負債の網羅性などを中心とした
貸借対照表監査へと、監査の手法あるいは目的が移り
ました。

1929年の株価暴落（いわゆるブラック・マンデー）
を契機とする大恐慌は、会計と監査の不備が原因の一
つであったとの批判を受け、上場会社に対する法規制
（証券法、証券取引所法）が施行されるようになりま
した。このような法規制の一環として財務諸表監査が
導入され、これが今日の財務諸表監査の原型となって
います。

Ⅰ　精査から試査そしてまた精査へ？ 現在の監査実務のバイブル的書籍であるモントゴメ
リーによる監査論のテキスト（Auditing Theory and 

Practice）の初版本が出版されたのが1912年であ
り、古典的体系書出版から100年以上が経過し、感慨
深いものがあると同時に制度全般を見直す時期が来て
いることを感じさせます。このような問題意識の中で、
国際コンピュータ利用監査教育協会（International 

Computer Auditing Education Association ：
ICAEA※1）の2018年 年次大会がアラブ首長国連邦
のドバイで開催されました。本稿では、当該学会での
報告内容も交えながら、デジタル時代における監査の
現状と展望をお伝えします。

財務諸表監査の発展は、精査から試査というプロセ
スを経てきましたが、AIの進展により、また全ての取
引データを対象とした精査が可能になるという流れが
出てきています。あわせて、データ・アナリティクス
の利用の進展や関連するIT技術進化が監査に与える影

Ⅱ　リスク・アプローチとデジタル時代の監査

※1　内部監査や不正調査において、コンピュータ利用監査技法の活用を推進するために設立された国際的な専門機関で、現在
世界で16カ国の団体が加盟している。
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響を考える時代が到来しました。
現行のリスク・アプローチに基づく監査では、サン
プリングの試査による監査が中心であり、技術力の限
界もあって、このような対応が余儀なくされていまし
た。一方で、監査手法の改善・改革とは裏腹に、いつ
の時代も会計不正が引きも切らない現状も否めません。
そこで、十分な監査品質を確保するためのデータ・ア
ナリティクスの活用は、昨今の重要検討課題の一つに
なっています。
以下では、データ・アナリティクスの監査実務への
適用と今後のインパクトについて、まずは職業的監査
のよりどころである監査基準におけるデータ・アナリ
ティクスの取り扱いを考察します。

監査基準設定主体や、会計プロフェッションの業界
組織では、近年ほぼ同時期に、会計・監査における
データ・アナリティクスの活用に関する報告書を公表
しています（＜表1＞参照）。
法定監査の規制は各国独自の法・規則に依拠してい
るものの、監査のメソドロジーの基本的な枠組みは、
国際会計士連盟（IFAC）で定める国際監査基準（ISA）
に基づいています。

IFACでは、国際監査・保証基準審議会（IAASB）
の下部組織にデータ・アナリティクス・ワーキング・
グループが2015年に立ち上げられました。ここで
データ・アナリティクスに関する諸課題について監査
実務を軸足に検討して、2016年に報告書が公表され、
コメント募集が行われています。また、米国公認会計
士協会（AICPA）や、英国の職業会計人団体である
イングランド・ウェールズ勅許会計士協会（ICAEW）

▶表1　監査におけるデータ・アナリティクス活用に関する報告書の事例

からも、2015年、2016年のそれぞれに、データ・
アナリティクスの展望や将来について、報告書が公表
されています。
国際監査基準（ISA）では、元来コンピュータ利用

監査技法（Computer Assisted Audit Techniques：
CAATs）の利用を念頭に置いた形で監査基準の組成が
なされていました。しかし、このISAにおけるCAATs

の利用の言及については、現在とは全く異なる技術力
の時代に策定されたものであり、当時のCAATsから
大幅な進展を遂げ実用化された今のデータ・アナリ
ティクスの扱いについては、再検討の時期を迎えてい
ます。
監査基準の本来の役割として、監査のよりどころを
示し続けるという普遍性がある一方で、変化し続ける
経済事象を絶えずキャッチアップしていくという要請
にもさらされています。データ・アナリティクスによ
り、大量のデータを対象に高度な分析を行うことで専
門家による監査サービスの有効性・効率性が向上する
可能性もあり、監査基準の中でデータ・アナリティク
スの位置づけの明確化が求められています。
前述のIAASBのデータ・アナリティクスWGの報告

書では、母集団の100％にデータ・アナリティクスを
利用することで、合理的な保証の程度が変わるという
ほどの意味合いではないとしているものの、今後の実
務を大きく変える手法であることを認めています。すな
わち、機械学習や統計モデルに基づいた分析を行う技
術の進展に伴い、監査対象項目の母集団の100％（全
数）に対して手続きが可能になるのが、必ずしも監査
人の「reasonable assurance（合理的な保証）」の
水準を上げる、もしくは「reasonable assurance」
の意味合いを変え得るとはしていないまでも、現在の
「ISA」の文言を変え得るのではないか、そしてISAの
試査を前提とした基準は時代遅れなのではないか、と

Ⅲ　データ・アナリティクスに関する報告書

発行年度 基準設定主体／業界団体 報告書タイトル

2015年 アメリカ公認会計士協会（AICPA）
“Audit Analytics and Continuous Audit, Looking Toward the Future”
を公表

2016年 英国勅許会計士協会（ICAEW）
“Data Analytics for External Auditors, International Auditing 
Perspectives, an International Accounting, Auditing & Ethics 
Initiative”を公表

2016年
国際会計士連盟（IFAC）
国際監査・保証基準審議会（IAASB）デー
タ・アナリティクス・ワーキング・グループ

“Exploring the Growing Use of Technology in the Audit, with a Focus 
on Data Analytic”を公表

＊なお、日本では、2016年に日本公認会計士協会から、IT委員会研究報告第48号「ITを利用した監査の展望～未来の監査へのアプローチ～」が公表されている。
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いうことを指摘しています※2。
合わせて、簡単にISAの改定につながらない理由と
して、データ・アナリティクスから得られた監査証拠
を、現行のISAを前提とした監査証拠モデルにどのよ
うに組み込むのかについて、難しさがあることが挙げ
られています。このIAASBの報告書に対しては、「デー
タ・アナリティクスを利用しなかったとしても、他の
監査手続で『十分かつ適切な監査証拠』を入手し得る」
とのコメント※3も示されており、現段階では必ずしも
データ・アナリティクスが万能な手続ではないことを
指摘しています。

金融庁に会計監査の在り方に関する懇談会が設置さ
れ、そこで2016年3月に取りまとめられた提言の一つ
である「監査におけるITの活用」がうたわれたことを
一つのきっかけとして、監査業界ではより深度ある監
査を目指してITの活用を進めています。
大手監査法人では監査業務の進捗

ちょく

状況や監査調書を
管理するプラットフォームを利用しています。多数の
監査クライアントに対して統一的にこのツールを利用
することで、監査の基準や実務指針を包含する自法人の
監査メソドロジーに準拠した監査の品質を保ちながら、
同時に計画的で効率的な監査の実施を支えています。
また、データ分析ツールの利用促進や機能改善の開
発も進められています。総勘定元帳（仕訳）データや
補助元帳データからシステム別・人別・ビジネスユ
ニット別など、さまざまな観点で網羅的にデータ分析
を行うことでビジネスの理解を深めたり、膨大なデー
タの傾向から焦点を当てるべきリスクを識別したり、
洞察を得たりというアプローチがなされています。
当法人ではAI （機械学習）の技術を用いた監査ツー
ルの開発・利用も進めています。過去の不正事例から将
来不正が生じるリスクのある財務諸表をスクリーニン
グし、監査計画段階でのリスク識別に役立てたり、仕

訳データの傾向をパターン学習することで他と異なる
動きを異常検知したりするツールを開発しています。

このような取り組みを進めた先にある監査の将
来像として引き合いに出されるのが「Continuous 

Auditing （継続的監査）」です。AICPAの発行した
“Audit Analytics and Continuous Audit”によれ
ば、Continuous Auditingとは、独立監査人が特定
の事項について、実質的に事象の発生と同時か少ない
時間差で監査報告書を発行し、保証を提供することが
できる方法論です。
取引がリアルタイムに会計データとなり、これらを
監査対象として統計的な分析に基づく例外や異常の特
定、重要な数値データ（金額のみならず数量なども含
め）のパターン分析、統制手続の検証、データ間の照
合などを実施することで、自動的かつ継続的に監査を
行い、監査報告書を発行するものです。こういった
「継続的監査」が現場で活用できる水準になるのはま
だ先のことになりそうですが、今後期待される分野で
す。ただし、継続的監査の実現のためには、監査を受
ける企業側の協力も不可欠です。監査手続の定型的作
業については自動化される一方で、非定型業務や見積
項目の監査については、ビジネスの深い理解、コミュ
ニケーションの深化、専門家としての高度な分析や判
断など、ヒトの役割はより重要なものとなってくるで
しょう。 （＜図1＞参照）
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Ⅴ　将来の監査像

※2　ICAEWの報告書によると、今後ISAを変えるとすると、不正（fraud）に関するISA240と、分析的手続（analytical 
procedures）に関するISA520などが検討対象として取り上げられており、データ・アナリティクスはリスク評価
や、不正検出の手法として識別されているが、不正摘発ではすでに別の手続が開発されている旨の指摘がされている。ま
た、データ・アナリティクスで達成できる監査手続の可能性について現行の基準（ISA）では触れられていない。一方、
IAASBでは、リスクや重要な虚偽記載の識別と評価に関するISA315（Identifying and Assessing the Risks of Material 
Misstatement through Understanding the Entity and Its Environment）の見直しの可能性について言及している。

※3　日本公認会計士協会（JICPA）から出されたコメントによる。www.ifac.org/publications-resources/exploring-
growing-use-technology-audit-focus-data-analytics

Ⅳ　IT監査の高度化と監査業界へのインパクト
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▶図1　テクノロジーの進展による影響

テクノロジーの進展が企業の情報管理や情報利用に与える影響

 

機械学習の理論発展・ライブラリの広範利用
→データ分析手法の高度化

データ量の飛躍的増加

処理能力の向上

データ収集口の拡大（携帯情報端末）

大量データの保管・管理
（クラウドコンピューティングの拡大）

 
データ分析精度の向上
（ビックデータ分析ツールの一般化）
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